
目　　次

平成 30 年      月          日（金）

No.  14639　１部370円（税込み）
3 2

１．はじめに　
　−2020年問題を経営理論の視点で見てみ

る−
　先月号で述べた2020年問題であるが、これは、オ
リンピックが開催される傍らで、いわゆるクレサラ
訴訟（違法金利に対する過払い金の返還訴訟（以下、
過払金返還訴訟））が時効を迎え、それに関与して
いた全ての弁護士や司法書士が、その全ての仕事を

一気に失うという問題であり、そこからあぶれた弁
護士や司法書士が他士業に侵攻してくるであろう問
題のことをいう。2020年というこの年をもって、そ
れまで簡単に起こせ、しかも簡単に勝つことができ
た過払金返還訴訟は全て終了してしまう。そうして、
それに関与して全ての仕事を失うことになった弁護
士や司法書士の行く先がどこになるのか、それは弁
理士を初めとする多くの士業にとって関心を持たざ
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るを得ない事象となる。
　もちろん、その弁護士や司法書士の全てが知財分
野に来るとは限らないのであるが、そもそも一般
的な弁護士の仕事をやらずに過払金返還訴訟手続き
ばかりをこなしてきた方々である。その方々が、民
事、刑事、家庭、少年といった本来業務に戻ること
は、考えにくい。それは例えば、インターネットを
通じて商標の格安サービスを提供してきていた面々
が、それが駄目になったからといって、弁理士の本
来業務に戻れるかというと、そう簡単にいかないの
と似ている。いずれにしても、過払金返還訴訟に関
与していた弁護士達は、弁護士の本来業務には戻ら
ずに、過払金返還訴訟で得た知恵や経験が活かせる
他士業に目を向ける可能性が高く、その標的となる
だろう士業が戦々恐々としているというのが「2020
年問題」というものである。
　ではここで、2020年問題というものを経営戦略と
いう目から見たら、どのようになるのであろうか。
これは実は、ポーターのいうところの「５つの競争
要因（５フォース）」というところである。「５つの
競争要因（５フォース）」というのは、新規参入の脅
威、業界内の敵対関係の強さ、代替品の脅威、買い
手の交渉力、売り手の交渉力、といったところであ
る（図１）。
　むろん、弁理士業界の中でみてみれば、「業界内
の敵対関係の強さ」が年々激しくなってきている中、
「新規参入の脅威」あるいは「代替品の脅威」といっ
たものに晒されることになる。

２．「業界内の敵対関係の強さ」と経営戦略
　弁理士業界の中でみてみれば、「業界内の敵対関
係の強さ」が年々激しくなってきている。以前より
ずっと述べているが、食べきれないパイを皆で取り
合う場合には、ただ単に何も考えずに、ひたすら多
く取り、かつ、その多くを食べることだけを考えて
いればよい。けれども、そのパイの量が明らかに十
分ではなく、皆で均等に分けあったとしても十分で
ないようなときには、相手からそれを奪い取る必要
が生じる。奪い取るためには相手に勝たねばならず、
勝つためには戦略というものが必要であると、そう
いったことである。そしてまた、「勝つための戦略」
というものが経営戦略といわれるものであるから、
勝って競合からパイを奪い取るためには、経営戦略
を学ばねばならないということになるわけである。
　しかし、この考え方は、本当に正しいのであろう
か。もう賢明なる特許ニュースの読者であれば即座
に気付かれたと思われるが、そう、少なくとも我々
の顧客は“パイ”ではない。実際、当事務所でも、
顧客を「さん」付けで呼ぶことが定着しているほど
であり、少なくとも“パイ”という考え方をしたこ
とも、想定したこともない。それくらいに、「案件
の獲得」というのは難しいものなのである。それは
なぜなのか。
　そう、「パイのモデル」では、パイには意思がない。
意思がないのであれば、多くを獲得する手段さえ持
てば、勝てるようになっている。けれども、実際の
顧客というのは、意思があるだけでなく、概して賢
明である。したがって、「パイのモデル」で考え、戦
略を練った者は、ほぼ確実に敗者となり、「業界内
の敵対関係の強さ」の中では、撤退を強いられてい
く運命にある。したがって、例えば、より多くのパ
イを奪える体制、すなわち大規模化した事務所だけ
が勝ち、生き残れるような状態にはならない。つま
り、「規模さえ大きくすれば、勝てる。生き残れる」
といったような戦略は、この業界では通用しない。

３．起死回生の一手と競争戦略
　マーケティング、そしてアピールが必要とはいう
が、その要諦は、要は「誇大広告」である。誇大広
告というのは、実は、身の周りに日常的に存在する。
例えば、とあるコーヒーショップでは、さして大き
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図１：ポーターの５つの競争要因


